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研究成果の概要（和文）：本研究では、これまで十分に解明されてこなかった、環境問題の解決

に向けて不可欠となるステークホルダーの協力について、地域特殊性（国や都市の規模、所得

水準、政治体制、政治文化、環境教育、等）と環境協力との関係について、特殊性と一般性を

明らかにする事で、ある地域での環境協力の経験を他地域に移転することも容易になると考え、

「廃棄物管理」、「大気汚染管理」、「環境教育」の３つの分野を対象として、欧州やアジアの諸

国での経験を比較することを通じて、地域の特徴と環境協力との関係を検討してきた。 

その結果、東アジア地域における環境負荷低減、持続可能な都市（循環型社会）形成に資す

る効果的な環境協力モデルを検討する際には、同地域で環境協力を推進する組織の役割及び組

織統合が不可欠である事。また、地域の環境行動計画の策定と実施体制の整備については、中

国、モンゴルやベトナムなど市場経済移行国の参加が得られやすい実施手法・評価手法を検討

することが示唆された。特に、東アジア地域では、政治的イデオロギーの相違から NGO や市民

団体を支援することが難しい一方、内発的な進展を促す環境 NGOは役割を急速に発展させてい

る。このような状況下で、「市民参加モデル」を推進するには、先進的な環境配慮型都市を目指

すトップダウン型の手法とバルト海地域のような段階的に環境協力を進展させる積み上げ方式

との組み合わせが有効であるという結論に至った。 

 

研究成果の概要（英文）：This research has been discussing about the relationship between 
regions and specialty and environmental cooperation focused on “Waste 
management”, ”Air pollution management” and “Environmental education” through EU 
and East Asian countries. The research hypothesis is to be easy to transport the experience 
of environment cooperation between regions. And it has been cleared the environmental 
cooperation focused on stakeholder’s relationship, which is necessary to solve the 
environmental problems, by clarifying the specialty and generality about the relationship 
between the regional specialty and environmental cooperation.  

Finally, it has been cleared about the necessity of role of the organization to promote 
the environmental cooperation and organization’s integration to discuss about effective 
model of environmental cooperation which will help for constructing reduction of 
environmental damage and constructing sustainable city in East Asia. And concerning about 
construction on environmental agenda and decision and act condition, it has been cleared 
that it is important to discuss about acting and evaluate methodology which would be easy 
to participate for the countries like China, Mongol and Vietnam which is moving to 
marketing economy. Especially, it is difficult to help NGO or Citizen’s organization 
in East Asia area because of the governmental ideology. But the other hand, there are 
several environmental NGO which promotes initiative progress has been grown. In this 
condition, in order to promote “Model of citizen’s participation”, it has been cleared 
that it would be effective to integrate “Top-Down approach” methodology which realize 
for advantage environmental friendly cities and “Step-up method” to promote 
environmental cooperation step by step like in Baltic sea area. 
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１．研究開始当初の背景 
近年、東アジアで目覚しい経済発展を遂げて
いる中国は、資源管理や汚染防止等の環境保
護と、持続可能な都市（循環型社会）構築に
向け、国民の意識を高める為の法律や制度を
策定・施行するなど、環境取組を前進させる
動きがみられる。中国のみならず、東アジア
全般においても増大する環境負荷に対する
懸念から、国レベルで様々な施策が施され、
また日本などの先進国や国際機関による ODA
や各種の二国間・多国間援助に基づく環境協
力が行われてきた。しかし、これらの諸取組
が全体として環境負荷低減にどの程度資す
るものであるかは必ずしも明らかではない。
実際のところ、東アジアにおける「国際協調
に基づく政策枠組」は、全く無いわけではな
い。たとえば酸性雨監視のための「東アジア
酸性雨モニタリングネットワーク(EANET)」
や海洋保全のための「北西太平洋地域海行動
計画(NOWPAP)」など、複数の取組がある。し
かしながら、東アジア全体で国際協調による
環境取組の活動は、EANET を中心とする環境
モニタリングや情報交換のレベルに留まっ
ており、環境負荷を低減させる対策には踏み
込んではおらず、環境改善に向けた施策が効
果的に進んでいる状況ではない。また、これ
らの環境取組は概ね関連の政策担当者や研
究者間での討議事項となっており、地域の環
境データや研究成果等に関連した情報公開
量は少ないために、市民参加の動きも極めて
限定的である。一方、欧州・バルト海沿岸地
域では、「国際協調に基づく政策枠組」が発
展をみている。たとえば酸性雨については、
欧州大気評価プログラム（EMEP）と抱き合わ
せる形で長距離越境大気汚染条約（CLRTAP）
を策定し、長距離越境大気汚染（LRTAP）レ
ジームを形成している。海洋・河川環境及び
都市環境では、ヘルシンキ委員会（HELCOM）
が中心となり、海洋・河川環境及び沿岸都市
の環境保護を目的とするヘルシンキ条約を
締結している。加えて環境行動計画「バルテ

ィック 21」の実施により、NGO等の多様なア
クターが交流する市民社会を形成し、「持続
可能な都市（循環型社会）」の進展に資する
研究も飛躍的に進展している。トップダウン
（国際的機関・EU・国レベルによる体系的な
環境枠組の提供）とボトムアップ（市民社会
の参加）がうまく融合して機能している欧
州・バルト海沿岸地域と、ボトムアップが極
めて限定的な東アジアとの差は明らかであ
る。 
 
２．研究の目的 
本研究では、東アジアと欧州・バルト海沿

岸地域における「国際協調に基づく政策枠
組」と「持続可能な都市（循環型社会）」形
成のあり方を検証するために、外在的要因
（トップダウンの環境枠組）と内在的要因
（ボトムアップの市民参加）の両面からも分
析し、問題点の所在を確認するとともに、そ
の解決に向けた取組や課題の抽出を行う。さ
らに、国家及び都市レベルでの政策の詳細な
比較分析・検証を行い、国、自治体、研究者、
NPO、市民レベルでの環境協力が進展した要
素・要因について分析する。これらの分析・
検討を踏まえ、東アジアの国家間で相互補強
体制を整え、国際協調のもとに適切な環境管
理を行うための「環境協力モデル（政策枠
組）」及び持続可能な都市（循環型社会）の
推進方策として「市民参加モデル」を検討す
ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
本研究では、東アジアと欧州・バルト海沿

岸地域の大気汚染、海洋・河川環境、廃棄物
対策等における環境取組の推進及び阻害要
因について、国家及び都市政策の両面から分
析・検討を行った。本研究の主な内容は以下
３点である。 
①国際協調に基づく「環境協力モデル」の検
証・提案：原因物質の削減に向けた効果的な
「環境協力モデル」として、環境行動を推進



させるための、目標設定、環境行動計画、実
行性・モニタリングに関する評価指標等の重
要概念を含む体系的な「環境協力モデル」構
築を提案する。 
②「市民参加モデル」の検証・提案：市民参
加を促すための諸条件について検証するた
めに、経済発展段階、環境取組の異なる両地
域の代表的な 10都市を選定・比較検討し、
経済動向等を分析した上で、トップダウンと
ボトムアップの融合を促進させる「市民参加
モデル」を提案する。 
③両モデルの相関性の検証：上記二つのモデ
ルがどのようにして有機的に結びつき、相乗
効果を挙げることが出来るのか検証を行う。 
 
４．研究成果 

本研究では、これまで十分に解明されてこ
なかった、環境問題の解決に向けて不可欠と
なるステークホルダーの協力について、地域
特殊性（国や都市の規模、所得水準、政治体
制、政治文化、環境教育、等）と環境協力と
の関係について、特殊性と一般性を明らかに
する事で、ある地域での環境協力の経験を他
地域に移転することも容易になると考え、
「廃棄物管理」、「大気汚染管理」、「環境教育」
の３つの分野を対象として、欧州やアジアの
諸国での経験を比較することを通じて、地域
の特徴と環境協力との関係を検討してきた。 

その結果、東アジア地域における環境負荷
低減、持続可能な都市（循環型社会）形成に
資する効果的な環境協力モデルを検討する
際には、同地域で環境協力を推進する組織の
役割及び組織統合が不可欠である事。また、
地域の環境行動計画の策定と実施体制の整
備については、中国、モンゴルやベトナムな
ど市場経済移行国の参加が得られやすい実
施手法・評価手法を検討することが示唆され
た。特に東アジア地域は、政治的イデオロギ
ーの相違から NGOや市民団体を支援すること
が難しい一方、内発的な進展を促す環境 NGO
は役割を急速に発展している。このような状
況下で「市民参加モデル」を推進するには、
先進的な環境配慮型都市を目指すトップダ
ウン型の手法とバルト海のような段階的に
環境協力を進展させる積み上げ方式との組
み合わせが有効であるという結論に至った。 

また、今後の課題としては、①国際的な都
市間協力と環境レジームの形成を一つの枠
組みで共同研究するにあたっては、環境協力
の理論的研究の整理を行い、方法論について
もレビューにもとづいた相互検討比較を行
ったうえで、実際に用いた方法の選択理由を
明確にする必要がある事が示唆された。 
②試験的プロジェクトや国際環境協力プロ
グラムの拡充などアジアの特性を踏まえた
アジア地域の環境法制度整備を推進するこ
との有用性が示唆された。環境保全や防災分

野での国際協力には、国際公共財に対する費
用負担として説明しきれない部分が存在し、
国際産業連関や民主化を通じた長期的な国
際社会の安定など、可変的なものや定量化が
十分なされていないものも含め総体的観点
から政策的判断を行い、いかなる国際環境協
力を行っていくのが効果的か検討を進める
ことがこの分野での大きな課題となった。 
③経済学、教育学など分野の違う研究者が一
同に会し、環境協力について論じることで、
各分野の研究手法の意義と限界も示唆され
た。特に、定量的評価については、再検証が
可能であるという利点があるものの、無理な
定量化はかえって結論をミスリードすると
いった側面もある為、学術的にも裏付けがあ
り、かつ、実務家にとってもある程度使いや
すい、指標や概念の提供が求められており、
今後の研究に、今回の研究成果が、多いに活
用される事が、示唆として得られた。 
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